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- The Case of Male Workers in the Manufacturing -
ffi III {$-1-* 

YOKOTA Nobuko 

This thesis attempts to trace the internalization process of the male productive labour market for large 

companies in Korea, and to clarify the details thereof in a case study. 

The "great worker's struggle" of 1987 has been oontinually promoted by the workers of Korea, which demonstrated 

their egalitarian and oollective solidarity, based on the homogeneity of productive workers in large oompanies. Their 

power was strengthened so substantially that the management side oouldn't oontrol the situation at all Korean 

management adopted a reformist movement called the "New Management Strategy" in the beginning of the '90s to 

work against that kind ofan "emergency". The pUIJ>Ose of this strategy was to make the authority of foremen stronger, 

and simultaneously to enoourage workers to join the management side "voluntarily". This was to be achieved through 

small-srale group activities similar to any in·oompany ''reform" or "proposal" by the workers themselves. Finally this 

was to subsume into the management side. As a result, those formal workers, the "oore-workers" were subsumed 

into the management side and the strengthened labour-management oooperation subsequently weakened the 

solidarity of the workers. However, it can not be admitted unreservedly that the toughening of the international 

oompetitiveness through better quality oontroL another pUIJ)ose of the "New Management Strategy", has sucrneded. 

Furthermore, the "New Management Strategy" has not led to better quality oontrol and in tum not led to the training 

of skilled workers which was needed to be able to manage variable manufacturing processes. In Korea, where the 

productive furmation oonsists of the oontinuous mass-production of standardized products, the fact was that the 

"quantitive flexibility" of employment was oonsidered more important in adjusting to the changing market, than the 

"flexible" ability of the workers was. This tendency was displayed most clearly when oontingent workers increased 

dramatically after the "Il\1F economic crisis". 

The labour movement in Korea developed gradually from 1987, despite the strong tendency of the oompanies to 

subsume every individual ever more deeply. But the favorable oonditions for labour were reversed by the "IMF 

eronomic crisis", which attacked the labour movement as aw hole. It is undeniable under the present situation, that the 

flexibility of the labour market has increased and has thus endangered the welfare rights of workers, since the labour 

movements oonsisting of ooreworkers, are sti.11 being promoted by oompany-based unions in the large oompanies, and 

are having difficulties in organizing those contingent workers. 

Keywords-~ Great Workers Struggle, New Management Strategy, Core·Workei; Formal Workei; IkfF Economic Crisis 
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I . 問題の提起

韓国の労働経済は、過去2回にわたって大きな転

機を経過したといえよう。

第一の転機は1987年の労働者大闘争である。 6・29

民主化宣言直後の 7,..__, 9月の 3ヶ月間に労働争議が

韓国全土で同時多発し、その数は3,749件にものぼっ

た。これを契機に、 1960,-....,,70年代の20年余りにわた

る開発年代の、低賃金・長時間労働・不安定就労及

び労働三権の否定に象徴される権威主義的な労使関

係が激しく動揺した。また、これ以降、慢性的な労

働力不足という労働側に有利な条件の下、韓国の労

働運動は、大闘争の中心勢力であった重化学工業・

大企業（財閥企業）・男子生産労働者の企業別組合

によって強力に主導されることになる。この結果、80

年代半ば頃から大企業において形成され始めていた

内部労働市場がさらに深化し、高賃金・長期雇用を

特徴とする大企業と、低賃金・不安定就業で表わさ

れる中小企業の労働市場が分断された(1)0 

第二の転機は、いわゆる「IMF経済危機」である。

1997年、タイに端を発した東アジア通貨危機が韓国

にも波及し、一挙に大量の海外資本が流出したこと

により外貨保有高は激減し、対外債務の償還が困難

になった。これにともない、金利の急騰及び株価の

急落が起こり、同年12月韓国政府は IMFに特別緊

急融資を要請することになった。 IMFの緊縮政策、

自由化政策を内容とするコンディショナリティーを

受け入れることによって、韓国はそれまでの高成長

基調から低成長あるいはマイナス成長を余儀なくさ

れ、 80年代後半から続いた高成長・低失業という労

働運動に有利な条件は、低成長・高失業という不利

な条件へとドラスチックに変化した。こうした状況

の中で、労働側は、一種の社会的合意機構である「労

使政委員会」を通じて、整理解扉制の導入や勤労者

派遣制度の大幅規制緩和といった、雇用の不安定化

をまねくばかりか、労働者の生活をも脅かすような

労働市場の柔軟化政策を次々と受け入れさせられて

いった。

本稿では、労働者大闘争以降、一時は現場統制力

までも掌握するにいたった大企業を中心とする労働

組合運動が、「IMF経済危機」に見舞われて、それ

まで獲得した安定雁用や高賃金といった成果をなぜ

易々と手放さざるを得なかったのかについて、労働

市場の構造変化を見ることで考察する。特に、 1990

年代以降の国家と企業の新たな労働政策や労務管理

の展開によって、大企業の労働者の団結が相対的に

弱まり、内部労働市場の深化によってこれまでの対

立的労使関係から協調的労使関係へ向かう兆候が現

れる過程を跡付けたい。同時に、主にこうした大企

業の正規労働者によって構成される中核労働者層が

画然と存在するようになるのと裏腹に、内部労働市

場に囲い込まれない中小企業労働者や非正規労働者

のような周辺労働者が分厚く形成されてきた。ここ

では、この両側面から韓国の労働市場構造の変化を

分析する。

II. 労働者大闘争以降の雇用構造の変化

(1988-98年）

まず、マクロ資料で労働者大闘争から「IMF経済

危機」までの雇用構造の変化について見てみたい。

〈表 1〉によれば、 1988年から経済危機直前の1997

年まで、年平均7.3%という高度経済成長の下、労

働力人口は1,730万5千人から2,160万4千人へと10

年間で430万人も増え、年平均2.5%ずつ増加したこ

とがわかる。特に、女子の労働力率の伸びが顕著で、

男子のそれが1988年72.9%から1997年75.6%と2.7 

ポイントの増加にとどまったのに対し、女子は同期

間45.0%から49.5%へと4.5ポイントもの急速な増

大を見せている。これとともに、女子就業者数も急

激に伸びており、 1988年677万l千人から1997年863

万9千人へと186万人、年平均2.7%も増加し、男子

の年平均就業者増加率2.3%を上回っている。

また、失業率は、 1988"'-'97年の10年間を通して、

全体で2%台と低率で、経済危機をむかえた1997年

ですら2.6%にすぎない。もっとも、 1997年に女子

の失業者数及び失業率がそれぞれ前年の13万4千

人、 1.6%から20万4千人、 2.3%に急増したのは、 97

年の経済危機に直面して女子労働者の解雇及び退職

による雇用調整が真っ先に行われたためであろう。

1998年になると、高度成長は一変して一5.8%と

マイナス成長に転じ、失業率も 2%台から一挙に
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〈表 1〉 1988-98年の雇用状況の変化

（単位：千人，％）

1988 1992 1996 1997 
平均増加率

1998 
(1988~97) 

経済成長率 11. 3 5. 1 7. 1 5.5 7.3 -5.8 ............................................. ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ・・・------・・・・・・・・・ 疇・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ . ・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・ ------・・・・・・・・・・・・・--・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
（全体）

15オ以上の人口 29,602 31,898 34,182 34,736 1.8 35,243 

労働力人口 17,305 19,426 21,188 21,604 2.5 21,390 

（労働力率） 58.5 60.9 62.0 62.2 60. 7 

就 業 者 16,870 18,961 20,764 21,048 2.5 19,926 

失 業 者 435 465 425 556 2.8 1,463 

（失業率） 2.5 2.4 2.0 2.6 6.8 

非労働力人口 12,298 12,472 12,994 13,132 0. 7 13,853 

（男子）

15オ以上の人口 14,294 15,397 16,590 16,870 1. 9 17,132 

労働力人口 10,414 11, 627 12,620 12,761 2.3 12,883 

（労働力率） 72.9 75.5 76. 1 75.6 75.2 

就 業 者 10,099 11,322 12,330 12,409 2.3 11,896 

失 業 者 315 305 290 352 I. 2 986 

（失業率） 3.0 2.6 2.3 2.8 7. 7 

非労働力人口 3,880 3,700 3,969 4,109 0.6 4,249 

（女子）

15オ以上の人口 15,308 16,501 17,593 17,866 1. 7 18, 111 

労働力人口 6,891 7,799 8,568 8,843 2.8 8,507 

（労働力率） 45.0 47.3 48. 7 49.5 47.0 

就 業 者 6,771 7,639 8,434 8,639 2. 7 8,030 

失 業 者 120 160 134 204 6. 1 477 

（失業率） 1. 7 2. 1 1. 6 2.3 5.6 

非労働力人口 8,418 8,702 9,025 9,023 0.8 9,604 

出所：韓国統計庁『咽 ~1 笹号刊子せ旦（経済活動人口年報）』各年版、韓国銀行『丑咀 7-ll 咽（国民
計定）』各年版より作成。

〈表2〉 求人・求職数及び求人倍率の推移

（単位：人，％）

求人者数 求職者数 求人倍率

1987 270,693 98,488 2. 75 

1988 243,798 73,038 3.34 

1989 187,022 68,165 2. 74 

1990 177,162 63,612 2. 79 

1991 170,435 69,869 2.44 

1992 153,211 79,769 1. 92 

1993 125, 714 72,975 1. 72 

1994 145,975 65,172 2.24 

1995 130,360 51,559 2.53 

1996 153,764 86,585 1. 78 

1997 175,429 174,257 1. 01 

1998 297,712 1,416,782 0.21 

出所：韓国労動部中央雇用情報管理所『求人・求職現
就業動向（求人・求職及び就業動向）』各号より
作成。

6.8%にまではね上がる。ところが、男女ともに失

業率は急激に高まっているが、女子の場合、失業者

よりも非労働力人口が大きく増えており、求職活動

すらあきらめた「失望失業」が急増したことを示し

ている。

このように、 1988年から97年の10年間は高成長・

低失業と特徴づけることができるのに対し、経済危

機の98年以降は低成長・高失業へと急激に逆転して

いる。

労働者大闘争以降10年間の高成長・低失業の背景

には、 1986,...,_,89年の三低景気（ウォン安、金利安、

石油安）を引き金にして始まる深刻な労働力不足状

況がある。まず、〈表2〉で求人倍率を見ると、 87

年から96年までほとんど 2倍以上を上回っており、

求職者数に対して求人者数が圧倒的に多かったこと

がわかる。しかし、これとは対照的に、 98年には求
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職者数が前年度の 7倍以上に膨れ上がり、求人倍率

も0.21と、「IMF経済危機」とともに突然、求人難

から激しい求職難に陥っている。

次に、〈表 3〉で事業体規模別労働力不足状況を

見ると、全規模計で1987年から96年まで年平均3.8% 

もの高い労働力不足率を示している。しかし、同期

間、従業員500人以上の大企業のみ労働力不足率が

1,..__, 2 %台、年平均1.8%と目立って低率で推移し

ているのに対し、中小企業では100人未満の零細・

小企業を中心に4,,...__,7%台にまで達している。つま

り、表面上、大企業では労働力不足はさほど深刻で

はなく、むしろ中小企業で労働力不足が問題となっ

ていたことがわかる。さらにこれを職種別で見てみ

ると、専門・技術職や、事務管理職の不足状況は常

に1%前後と微々 たるものであった('.?)のに、〈表4〉

が示すように、生産労働者の労働力不足が非常に顕

著であった。しかも生産労働者においても、大企業

の労働力不足率は2-3%前後と持続して低率であ

〈表3〉 事業体規模別労働力不足率の推移
（単位：％）

全規模
I規模 II規模 皿規模 IV規模 V 規模
00,..,_,29人） (30,..,_,99人） (l00"-./299人） (300-499人） (500人以上）

1985 1. 75 1. 50 1. 97 2.40 1. 60 1. 30 

1986 2.30 2.00 2.53 2.93 1. 81 1. 89 

1987 3.29 3.44 3. 71 4.02 2.69 2.50 

1988 3.54 4.98 4. 75 3.86 2.47 2.03 

1989 3.21 5.26 4.40 3.48 2.64 1. 54 

1990 4.34 7.98 4.08 4. 70 3.33 1. 78 

1991 5.48 7. 78 7. 17 6.49 4.87 2.25 

1992 4.26 4.81 4. 76 6.30 3.48 2. 14 

1993 3.62 4.37 5.03 4.21 2.21 1. 66 

1994 3.57 5. 75 4.40 3. 76 1. 89 1. 33 

1995 3. 71 5.82 3.97 4.23 2. 17 1. 38 

1996 2.98 4.25 3.45 3. 15 1. 72 1. 49 

1997 2.44 3.67 2.91 2.66 1. 41 0.83 

1998 0.65 1. 16 0. 75 0.67 0.32 0.06 

注： 1) 10人以上の事業体の常用労働者が調査対象であり，各年度の3月末を基準にした。
2)不足率＝不足労働者数＋現在の労働者数XlOO

出所：韓国労動部『土号司午且号寃~::£.人l-旦ヱ刈（労働力需要動向調査報告書）』各年版より作成。

〈表4〉 生産労働者の規模別労働不足率の推移
（単位：％）

全規模
I規模 II規模 皿規模 IV規模 V 規模
(10-----29人） (30,,..._,99人） (100,.._,299人） (300-499人） (500人以上）

1986 3.20 3.21 3.69 4. 16 2.40 2.35 

1987 4. 79 6. 18 5.94 5.84 3.48 3.22 

1988 5.24 10.22 7. 79 5.36 3.57 2.63 

1989 4.92 9. 71 7.46 4.99 3.87 2. 12 

1990 6.85 15.24 8.93 7.07 5. 16 2.26 

1991 9.07 15.32 12.58 10. 25 7.86 3.29 

1992 6. 76 7.87 7.44 10.40 5. 72 3.21 

1993 6.04 7.89 8.07 7.90 3. 70 2.56 

1994 5.64 10.03 7.56 5.95 2.55 1. 67 

1995 5.80 9.64 6.62 6.82 2.87 1. 63 

1996 4.80 8. 13 5.65 4. 73 3.13 2.03 

1997 3.88 5.63 5.07 4.48 2.22 1. 23 

1998 1.04 1. 69 1. 29 1. 27 0.52 0. 12 

出所：表3と同じ。
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るのに対し、中小企業では最高で10,.,__,15%もの非常

な高率をマークしており、両者はより鋭い対照性を

見せている。しかし、ここでも98年になると状況は

ー変している。全規模・全職種計で労働力不足率は

に限られており、退職金、賞与なども受けられない

ため、こうした労働者の拡大は労働市場の柔軟性を

高めると同時に、企業の賃金費用を縮小させるのに

大きな役割を果たす。

1%を切り、生産労働者だけでも全規模計で1.04% 

となっており、労働力不足から一気に労働力過剰状

態に転じていることがわかる。

1980年代後半から経済危機にいたるまでの約10年

間、高成長と慢性的な労働力不足状況の中で、企業

の労働費用は急速に上昇していった。特に賃金の上

昇は著しく、 88年から97年の間に名目賃金は、非農

業全産業で年平均14.3%、製造業で同15.1%も上昇

した。また、実質賃金においても、非農業全産業で

年平均7.6%、製造業で同8.4%も上昇している(3)0 

公刊されている資料では、非正規労働者の正確な

規模の変化は把握できないが、大まかに常用労働者

を正規労働者、臨時職労働者を非正規労働者とみて、

〈表 5〉で従事上の地位別就業者数及び構成比の推

移を追ってみたい。 1988,..._,97年の常用労働者数及び

構成比は、それぞれ534万8千人、 31.7%から713万

このような労働費用の上昇はただちに企業経営を

圧迫し、これに対し企業側は、一つの方策として大

企業を中心に労働力の柔軟性を高めようとした。す

なわち、臨時職、パートタイム、契約社員、派遣労

働者、在宅就労などといった非正規労働者とよばれ

る多様な雇用形態で、労働者の一部を雇用したので

ある。非正規労働者の大部分は、採用任期が短期間

3千人、 33.9%に増えたのに対し、臨時職労働者は、

それぞれ276万 6千人、 16.4%から420万4千人、

20.0%とより拡大している。したがって、常用労働

者の年平均増加率3.3%を臨時職労働者の4.8%が大

きく上回っているばかりか、従事上の地位を異にす

る他の就業者と比べてその伸び率がとびぬけて高

い。ここからも非正規労働者の急激な拡大が見てと

れる。

前で見た女子労働者の増加も、こうした非正規労

働者の拡大によるところが大きい。〈表 5〉で従事

上の地位別・性別就業構造の推移を見ると、男子労

〈表5〉 従事上の地位別就業者の推移

（単位：千人，％）

1988 1992 1996 1997 
年平均増加率

1998 
1988-97 

（全体） 16, 869 (100. 0) 18, 962 (100. 0) 20, 764(100. 0) 21,047 (100. 0) 2.5 19, 994(100. 0) 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ..................................... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ................................... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ . ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 疇．．．．．．．．．．．．．
常用労働者 5, 348 (31. 7) 6,581(34. 7) 7, 377 (35. 5) 7, 133(33. 9) 3.3 6,457(32.3) 

臨時職労働者 2, 766 (16. 4) 3,214(17.0) 3, 869 (18. 6) 4,204(20.0) 4.8 3,998(20.0) 

日屈い労働者 1, 496(8. 9) 1, 772(9. 3) 1, 797 (8. 7) 1,890(9.0) 2.6 1, 735(8. 7) 

自営業主 5,093(30.2) 5,410(28.5) 5, 798(27.9) 5,950(28.3) 1. 7 5, 776(28.9) 

無給家族従事者 2, 167 (12. 8) 1,983(10.5) 1, 923(9. 3) 1,869(8.9) -1. 6 2, 028 (10. 1) 

（男子） 10, 099(100. 0) 11, 322 (100. 0) 12, 330(100. 0) 12, 409(100. 0) 2.3 11, 910 (100. 0) ................................... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ...................................... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ........... 幽.....................疇●
常用労働者 3,978(39.4) 4, 774(42.2) 5,333(43.2) 5, 169(41. 7) 3.0 4,856(40.8) 

臨時職労働者 1, 369 (13. 6) 1, 462 (12. 9) 1,694(13.7) 1, 850 (14. 9) 3.4 1, 755 (14. 7) 

日雁い労働者 795(7. 9) 936(8.3) 986(8.0) 1, 019(8. 2) 2.8 887 (7. 4) 

自営業主 3,638(36.0) 3, 911 (34. 5) 4, 121(33.4) 4, 187(33. 7) 1. 6 4, 203 (35. 3") 

無給家族従事者 318(3. 2) 239 (2. 1) 196 (1. 6) 183(1.5) -6.0 209(1. 8) 

（女子） 6, 771 (100. 0) 7, 639 (100. 0) 8, 434(100. 0) 8, 639(100. 0) 2. 7 8, 084(100. 0) ................................... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ............................................................. ................................... ........................................ ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．● ● ー・・・·••....... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
常用労働者 1,370(20.2) 1, 807 (23. 7) 2,045(24.2) 1, 964 (22. 7) 4. 1 1,601(19.8) 

臨時職労働者 1, 397 (20. 6) 1, 753(22.9) 2, 174(25.8) 2,355(27.3) 6.0 2,244(27.8) 

日屈い労働者 700(10. 3) 836(10. 9) 811 (9. 6) 871 (10. 1) 2.4 848 (10. 5) 

自営業主 1, 455 (21. 5) 1,499(19.6) 1, 676 (19. 9) 1, 763(20.4) 2.2 1,573(19.5) 

無給家族従事者 1,849(27.3) 1, 744(22.8) 1, 727(20.5) 1,686(19.5) -1. 0 1, 819(22. 5) 

資料：韓国統計庁『吋刈l社号せ子刊旦（経済活動人口年報）』各年版より作成。
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働者は 4割前後が常用労働者で、臨時職労働者は

15%にも満たない。これとは対照的に、女子労働者

のうち常用労働者は20,..._,24%程度にすぎないが、臨

時職労働者は88,..._,97年に20.6%から27.3%に膨ら

み、年平均6.0%の割合で全労働者中もっとも速く

増大している。さらに、不況のまっただ中の98年に

は、女子常用労働者が、 97年に比較して絶対数及び

構成比をそれぞれ196万4千人、 22.7%から160万1

千人、 19.8%へと大きく減じる一方、臨時職労働者

がむしろ構成比を27.8%とわずかながらも伸ばして

いる。これは、女子常用労働者がいったん解雇され

た後、非正規労働者として雇用される傾向が強まっ

ていることを示唆している。

m. 労働市場の構造変化
本節では、これまで見てきた1987年以降の雇用構

造の変化に相応して、製造業男子生産労働者の労働

市場構造がどのように変わったのかを、主にマクロ

資料を用いて分析する。 80年代半ば頃から大企業に

おいて内部労働市場の形成が始まり、 87年の労働者

大闘争を経て大企業と中小企業の間で賃金水準や雇

用の安定性など労働条件で格差が拡がり、両者の労

働市場の分断が進んだ。ここでは、期間を90年代ま

で延長し、大企業と中小企業の労働市場構造の変化

を跡付けたい。

まず、労働条件の格差をもっともよく表す賃金格

差を見てみよう。 1980年代前半から97年までの製造

業男子生産労働者の規模別賃金格差の推移を、従業

員10,..._,29人（以後 I規模とする）の小企業の賃金を

100.0として、他規模の企業の賃金を指数化したの

が〈表6〉である。これによると、労働者大闘争以

前の82年には、もっとも賃金の高い従業員500人以

上の大企業（以後V規模とする）ですら134.6と、

大企業と小企業の賃金格差は35%程度でしかない。

86年には、両者の差は42.0%と若干ひらくが、依然

としてそれほど大きな賃金格差とはいえない。また、

大企業と従業員100,..._,299人（以後m規模とする）の

中企業との差は、 82年、 86年ともに20%程度でごく

わずかであった。

大企業と中小企業の格差拡大の決定的な契機と

なったのが、 1987年の労働者大闘争である。これ以

降、韓国の労働運動は、高成長・低失業という客観

的に有利な条件の下、重化学工業・大企業（財閥企

業）・男子生産労働者の企業別労働組合の主導い）で

強力に展開され、賃金引き上げ等労働条件の改善に

その重点が置かれた。この結果、労働組合の組織率

が18.6% (S)とピークに達した直後の90年には、全体

として高い水準で賃金は上昇しているものの、 86

,..._,90年の年平均上昇率が I規模の小企業の20.3%に

対しV規模の大企業で28.5%にも上り、 I規模とV

規模の賃金格差は約70%近くにまで拡がった。 m規

模の中企業の上昇率も、 I規模の小企業より高いが、

〈表6〉 製造業男子生産労働者の企業規模別賃金格差の推移

1982年 1986年

賃金 賃金

I規模 185,249 247,498 
(10'"'-'29人） (100.0) (100. 0) 

II規模 195,519 263,717 
(30"-'99人） (105. 5) (106. 6) 

皿規模 204,835 292,539 
(100.......,299人） (110. 6) (118. 2) 

IV規模 228,218 318,328 
(300~499人） (123. 2) (128. 6) 

V 規模 249,270 351,480 
(500人以上） (134. 6) (142. 0) 

｀注1: 賃金＝所定内賃金＋所定外賃金＋賞与/12
注2: 上昇率は年平均上昇率。

上昇率

8.4 

8. 7 

10. 7 

9.9 

10. 3 

1990年 1994年

賃金 上昇率 賃金 上昇率

448,525 
20.3 

885,706 
24.4 

(100. 0) (100. 0) 

503,594 
22.8 

913,631 
20.4 

(112. 3) (103. 2) 

574,813 
24. 1 

1,054,253 
20.9 

(128. 2) (119.0) 

648,612 
26.0 

I, 107, 117 
17. 7 

(144. 6) (125. 0) 

751,835 
28.5 

1,317,935 
18.8 

(167.6) (148. 8) 

資料：韓国労動部『唱音フlせ吾7-11;I;. 外旦ヱ刈（賃金基本統計調査報告書）』原資料テープ各年版より作成。
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1997年

賃金 上昇率

1,158,420 
7. 7 

(100. 0) 

1,189,597 
7.6 

(102. 7) 

1,367,620 
7.4 

(118. 1) 

1,562,132 
10. 3 

(134. 9) 

1,883,646 
10. 7 

(162. 6) 
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やはり V規模の大企業にはついていけず、両者の格

差は30.8%に拡大している。

しかし、 1990年代に入ると、後に述べるように政

府と大企業による労働統制の巻き返しが図られると

ともに、中小企業を中心に労働力不足が極端に深刻

化したため（〈表4〉参照）、大企業での賃金引き上

げが抑制される一方で、中小企業では比較的順調に

賃金が上がった。 94年を例に取ってみると、 90,...__,94

年の賃金の年平均上昇率は I規模の小企業がもっと

も高く 24.4%であったが、 V規模の大企業では

18. 8%の伸びにとどまった。故に賃金格差も最高の

V規模と最低の I規模の間で48.8%に、 V規模とm

規模の間で25.0%に縮小し、数字の上では、 87年以

前の、労働市場が画然と分断されていない状況に類

似している(6)。

不況に突入する1997年には、様相が激しく変わる。

全体として賃金上昇率が大きく低下しているが、と

りわけm規模以下の中小企業で落ち幅がきわめて大

きいため、大企業と中小企業間の賃金格差が再び拡

大し、 I規模とV規模間の差が62.6%と拡がった。

それだけでなく、皿規模の中企業とV規模の差が

37. 7%と4割近くにもなっており、過去最大をマー

クしている。

それでは、こうした企業規模別の賃金格差の変化

にともない、労働者の規模別・勤続年数別構成比は

どのように変わったのだろうか。〈図1〉で製造業

男子生産労働者の規模別・勤続年数別構成比の推移

を見ると、 1982年では、 I規模の小企業、皿規模の

中企業、 V規模の大企業で勤続年数2年以下の短期

勤続者が44,,..__,70%を占め、それぞれ程度の差こそあ

れ、勤続年数の短い未熟練・半熟練労働者が労働力

の主要部分を構成している。一方、勤続年数10年以

上の中堅労働者は、大企業でも 7%にも満たず、 I 

規模、皿規模では4%以下で微々たるものである。

中小企業の年間80%前後という離職率の高さは言う

までもなく、大企業でも年間40%以上の決して低い

とはいえない離職率とも合わせて考えると、 80年代

前半は、大企業でも長期勤続によってキャリアを積

〈図 1〉 製造業男子生産労働者の規模別勤続年数別人数及び構成比の推移

(1982年） (1986年）
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注： I規定…従業員10~29人規模事業体
m規定…従業員100~299人規模事業体
V規定…従業員500人以上規模事業体

(1990年）

(1997年）

出所：韓国労働部『唱吾子王フlせ暑オl2f:. 人いむ丑刈（賃金構造
基本統計調査報告書）』原資料テープ各年版より作成

(1994年）
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み上げた労働者は少なく、内部労働市場の形成はき

わめて微弱であったと思われる。勤続年数の短い未

熟練・半熟練労働者の場合、大企業・中小企業間の

労働移動を活発に行い、単一労働市場を成していた

といえよう叫

ところが、三低景気とそれにともなう労働力不足

の始まった1986年では、中小企業では相変わらず短

期勤続者が60%前後を占める右下がりの曲線を描い

ているが、 V規模の大企業のみ勤続 5---.....9年で

32. 2%ともっとも大きな山をつくっている。さらに

注目すべきは、勤続10年以上の中堅労働者が中小企

業では 7%にも満たないのに対し、大企業では約

14%とわずか4年の間にその構成比を 2倍にも増大

させ、労働力不足に対応した労働力の企業内養成(8)

が着実に進展していることを示唆する。

労働者大闘争を経た1990年を見ると、上の傾向は

さらに顕著となり、中小企業は、 m規模の中企業で

若干勤続年数の伸びが認められるが、短期勤続者の

比重の大きい右下がりの労働力構成は変わらない。

I規模の小企業においてはむしろ、勤続2年以下の

労働者が76%と大幅に拡大し、労働者が企業に居着
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かない、労働力移動の激しさを物語っている。前述

したように、大企業と中小企業の賃金格差が大きく

拡がった大闘争以降90年代に入るまでのこの時期、

V規模の大企業では勤続10年以上の中堅労働者が

24.2%とさらにその構成比率を高め、勤続5,..,,_, 9年

労働者の24.7%とならんで、労働力のもっとも大き

な構成比を占めるまでになっている。大企業におけ

る企業別労働組合運動の強力な展開に規定されて、

大企業の中小企業に対する賃金などの労働条件にお

ける圧倒的優位を背景に、この期間、大企業では急

速に内部労働市場の形成が進行したといえよう。

空前の労働力不足によって中小企業の賃金が上昇

し、大企業との差が縮まった1990年代前半の94年に

は、皿規模の中企業で、短期勤続者の比率は37.7% 

と依然として高いものの、労働者の企業への定着性

が大きく高まっている。すなわち、勤続5,..,,_, 9年の

労働者が26.0%とピークに達しているだけでなく、

勤続10年以上の中堅労働者が90年の10%台から94年

には一気に21.5%に倍増している。他方、これにも

増してV規模の大企業における長期勤続化の傾向は

急速に強まり、勤続2年以下の労働者の比率がつい

に20%を切る一方で、勤続10年以上の労働者が

37.4%と13ポイント以上も比率を高め、大企業労働

者の中核部分を占めるまでにいたっている。これは、

節をあらためて詳述するが、 90年代以降、強力な労

働運動に対抗する形で、大企業において経営主導で

展開された新経営戦略によって内部労働市場が深化

し、これにともない大企業労働者の経営参加に見ら

れるような企業への一定程度の包摂が進んだことを

意味する。したがって、 90年代前半の賃金格差の縮

小だけをとってみれば、 70年代から80年代初めまで

の大企業と中小企業間の垣根の低い単一労働市場と

似た様相を示している。しかし、実際には逆に、中

企業でも内部労働市場形成の兆候が見られるととも

に、大企業では経営戦略の一環として内部労働市場

化が意識的に推し進められ、結果的に労働市場の分

断化が一層深化する方向に向かうのである。また、

このような絶え間ない内部労働市場化の急進展が、

不足労働力の企業内養成を進め、大企業の労働力不

足状況を大きく緩和させてきたのである。

しかし、 1997年に不況期に入ると、屈用状況は労

働力不足から急激に労働力過剰に逆転していく。こ

れを受けて、 I規模小企業の労働市場の流動性が高

いのに変わりはないが、 m規模の中企業においても

再び短期勤続者の比率が40.7%と若干の高まりを見

せる一方で、勤続10年以上の中堅労働者の比率は

21. 0%とほとんど変化がなく、労働者の定着・長期

勤続化の傾向は停滞してしまった。これに対し、 V

規模の大企業では勤続10年以上の中堅労働者がさら

に増大し、 44.5%と半数近くを占めるようになり、

〈図 1〉では、 V規模の大企業のみ右上がりのグラ

フを描き、ますます中小企業との対照性を際立たせ

〈表7〉 製造業生産労働者の規模別離職率の推移
（単位：％／月）

I規模 II規模 m規模 IV規模 V 規模
00,..._,29人） (30-99人） (100-299人） (300-499人） (500人以上）

1987 7.4 6.2 5.5 4.5 3.8 

1988 7. 7 7.9 6.6 4.4 3.0 

1989 6.6 6.8 5. 1 3.6 2.6 

1990 6.9 6.5 5. 1 3.8 2. 7 

1991 6.2 6. 1 4.8 3.6 3.0 

1992 6.0 5. 7 4. 7 4. 1 3. 1 

1993 5.4 5.4 4.6 3.3 2. 7 

1994 4.8 4.9 3.9 2.9 2. 1 

1995 4.4 4.6 3.6 3.0 2.0 

1996 4.9 4.6 3.3 2.9 1. 8 

1997 4.5 4. I 3.3 2.6 1.8 

1998 4. 1 3.8 3. 1 2.4 1.8 

出所：韓国労動部『uff哨土号号7-ll3:. 外旦ユ外（毎月労働統計調査報告書）』各年版12月。
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ている。

こうして労働者大闘争以降、大企業における内部

労働市場形成の急速な進展とともに、労働力の流動

性の高い中小企業労働市場と、高賃金・安定雁用と

特徴づけられる大企業労働市場の分断が深まって

いった。このことは、製造業生産労働者の規模別離

職率の推移を表した〈表7〉でも確認することがで

きる叫 1987年から90年代後半にいたるまで、全体

として、離職率は低下していっているが、 I規模の

小企業は90年代後半になっても月平均 5%前後の高

い離職率で、単純に年間で計算すると、 60%前後が

離職したことになる。皿規模の中企業でも90年代半

ばで4%近くの離職率を示しており、この数字は、87

年の3.8%から90年代後半までに一気に1.8%にまで

離職率を下げたV規模の大企業と比べると格段に高

い。このように、大企業での離職率の低さ（＝企業

への定着性）のみ目立っている。

N. 大企業における内部労働市場の深化と労働統制

の変化

1987年の労働者大闘争以降、大企業男子生産労働

者の労働市場において急速に内部労働市場が形成さ

れてきたことが、マクロ資料の分析を通じて明らか

にされた。本節では、こうした内部労働市場の形成・

深化がなぜ起こったのか、その内実と意味を探ると

ともに、それが労働運動や労使関係にどのような影

響を与えたのかについて考察したい。

(1)平等主義的な労働運動の展開と国家の労働統

制の変化

燎原の火のごとく韓国全土に拡がった労働者大闘

争の圧力によって、韓国政府はそれまでの国家によ

る権威主義的な労働政策を変えることを余儀なくさ

れた。すなわち、 1987年8月に労使紛糾に対する政

府の不介入方針を発表すると同時に、経営者団体で

ある韓国経営者総協会（以後経総とする）に、労働

法の遵守と正当な労働組合活動を許すこと、生産性

に見合った賃金の支払いを勧告し、経営側の不当労

働行為を積極的に取り締まるという姿勢を見せ

t-(JO) ヽ。

大企業を中心に企業別に分断された労働組合運動

にもかかわらず、このように政府と経営者から大き

な譲歩を引き出すような強力な労働運動を展開でき

たのは、当時の高成長・低失業という労働運動に有

利な条件があっただけでなく、労働者の同質性が高

かったことが挙げられる (11)。先に見たように、 1987

年以降、 90年代にはいるまで大企業において労働者

の長期勤続化が急速に進んだとはいえ、 90年で勤続

10年以上の労働者はまだ全体の 4分の 1にも満た

ず、勤続期間の短い未熟練・半熟練労働者が大部分

であった。また、こうした生産労働者を中心に労働

組合が組織され、組合の代議員や幹部も皆、役付工

ではなく平労働者であった。このような労働組合員

の同質性の高さによって、賃金などの労働条件改善

を要求するに際しても、組合員全体の賃金水準を底

上げするところに主眼が置かれ、賃金の定率引き上

げより定額引き上げが指向されるなど、平等主義的

で集団主義的な性格が労働運動に刻みつけられ

た叫これによって、労働者間の水平的な団結力が

強化され、個別企業においては労働組合が現場統制

力を掌握し、政府の労働政策にも大きな影響を及ぼ

しうるようになった。

労働組合の力が現場において強くなり、職長など

現場監督者を通じた経営側のコントロールが貫徹さ

れなくなるにいたって、経営者と政府は新たな労務

管理と労働政策によって形勢の逆転を狙った。ここ

ではまず、国家の労働政策の変化について検討した

し)0

いったん譲歩を余儀なくされ、労使紛糾への不介

入方針をとっていた政府は、早くも1989年にはそれ

を撤回し、ソウル地下鉄や現代重工業の争議に代表

されるような大規模な労使紛糾に対しては、物理的

な公権力の投入をもって臨んだ(13)。しかし、一度民

主的な労働慣行や成果が定着したところでは、開発

年代の権威主義的な労働統制体制への回帰は不可能

であり、新たな労働統制の装置を考案せざるを得な

かった。特に最初の文民政権である金泳三政権の労

働政策は、イデオロギー的方法と雇用の柔軟性を高

めるための法的装置の整備という二つに分けられる。

前者は、韓国経済の国際競争力を高めることは至
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上の課題であり、高費用・低効率を代表する賃金上

昇と低い労働生産性は清算されなければならないと

いう、政府と経営側による大キャンペーンである。

国家経済が厳しい時に強硬に賃金引き上げ要求を行

うのは、経済利己主義であるというイデオロギー攻

撃を受け、労働側は圧倒された。こうした社会的雰

囲気の中で、 1993年4月1日にナショナルセンター

である韓国労働組合総連盟（以後、労総とする）と

経営者団体である経総との間で、 93年度の賃金引き

上げ率を4.9,..._,,8. 7%以内に抑えるという社会的合意

が結ばれた。これは、経営側主導の労使協調主義に

道を開く出来事であった。

また、雇用の柔軟性を高める法律制定の試みは、

すでに1991年の労働法改正作業時から始まってい

た。つまり、急迫した経営上の必要が生じた場合、

整理解雇を行ってもよいとする整理解雇制、変形勤

労時間制、そして労働者派遣制の制度化は、「IMF

経済危機」を直接の原因として98年に実現するが、

労働力利用の柔軟性を極力高めようとする経営側の

新経営戦略を法律的、制度的に補完するために、 90

年代初めから着々と準備されてきたのである。

(2)企業による新経営戦略

強力な労働運動の下、賃金をはじめとする労務費

用の急上昇だけでなく、生産現場における統制力が

労働組合の手に渡るという事態に直面して、経営側

は、経営主導の協調的労使関係を作り出す必要に迫

られた。同時に、労働力の「多能エ化」など、「柔

軟な技能形成」を通じて品質管理能力を高め、国際

競争力を強化するという課題にも応えるため、 1990

年代の初めから大企業を中心に新経営戦略といわれ

る経営革新運動が展開された(14)。

新経営戦略の根幹をなすのは、労働者を個別に企

業に包摂し、より柔軟に管理・統制することで、労

働力を効率的に利用しようとする新しい労務管理戦

略である。ここでは、当時、韓国第3位の自動車メー

カーA社の新経営戦略とその影響について、 1996年

に行われた調査結果(15)を援用しつつ、新経営戦略に

よって深化された内部労働市場が労使関係や労働運

動にどのような影響を与えたのかについて論じた

い。 A自動車は、 1987年以降経常収支が赤字に反転

し、その結果、負債の累積・金融費用の急増で、 91

年下半期より深刻な経営危機に陥った。こうした状

況を打開するため、 92年からナック (NAC:New 

Automotive-industry Concept)挑戦運動という経営

革新運動を展開してきた。

労働者を個別的に企業に包摂する方法として、作

業組織を職場単位に分割し細密な作業管理を行うこ

とと、能力主義的人事管理があげられる。

前者は、作業組織を細かく分割すると同時に、職

長、あるいは組長といった現場監督者の権限を強化

することによって、現場監督者が労働者に個別に密

着して管理する体制である。労働者大闘争を経て、

現場の統制力が組合側に移り、現場監督者排斥の雰

囲気が高まる中で、経営側は、職長に人事考課権を

付与したり、職級体系を整備し現場監督者の数を増

やして、彼らの権限や管理能力を強化した。

A自動車では、作業組織の単位である職場ごとに、

職長を中心にハンマウム(~叶吾：一つの心）生産

会議を組織し、現場改善活動の活性化を図った。ハ

ンマウム生産会議の主要内容の一つは改善に対する

提案活動だが、••人事考課と連結させることで、一般

労働者の競争心を刺激して提案活動への積極的な参

加を誘導し、現場に対する経営側の管理を強めよう

とした叫また、 A自動車では、元々技能エ20人以
上で編成されていた職場を10,...__,12人に改編するとと

もに、各職場ごとに 1人選ばれていた組長を2人に

増やし、現場労働者に対し密度の高い管理ができる

ようにした。これによって、 1939,...__,90年に職長、組

長合わせて300人余りしかいなかったのが、 95年に

は各々839人、 1,350人に大きく増加し、昇進の機会

を拡げ、労働者間の競争を誘発した (17)。さらには、

全生産労働者8,000人のうち、 4分の 1が職長、組

長ということになり、 87年当時はほとんど平労働者

で占められていた労働組合の中で、経営側の意を体

した職・組長層が一つの勢力を構成するようになっ

た。これで経営側は、生産過程に対する統制力を回

復すると同時に、労働組合に対して一定の影響力を

も行使できるようになった叫こうして、 80年代後

半にはもっとも戦闘的な労働組合の一つとしてその
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団結力を誇ったA自動車労組も、労働者の企業への

分割・包摂戦略ともいうべき新経営戦略によって組

織力を弱めていった。

ハンマウム生産会議の原型は、 A自動車と同じ財

閥系列企業のD重工業（造船会社）の「班生産会議」

に求めることができる。 D重工業の「班生産会議」

も、作業組織単位の分任班ごとに現場監督者である

班長を中心に組織され、従業員の「経営参加的な小

集団活動」として、生産過程の統制と個人別・班別

実績評価に重点が置かれた。「班生産会議」は、 1990

年9月に始められて以来、現場監督者の能力向上だ

けでなく、 80年代末まで「慢性労使紛糾企業」、「労

働運動のメーカー」と呼ばれ、労使対立が激しい企

業として知られたD重工業の労使対立解消の契機と

なったと、経営側は自ら高く評価している叫

一方、新経営戦略の目的は、能力主義的な人事管

理によって、企業が必要とし、企業に適応する人材

を徹底的に選抜し養成する体制作りでもある。つま

り、職務分析とそれを基にした作業の標準化によっ

て、職務遂行能力を客観的に評価する基準を設計し、

この基準と賃金体系、昇進体系あるいは職業訓練プ

ログラムを結びつけ、企業の技術体系・位階に適合

した熟練を有する、中核的労働者層を分厚く形成し

ようとするものである。これは結局、労働者の企業

への包摂と企業全体の品質管理能力の向上へとつな

がる。

A自動車では、 1996年現在、客観的な職務分析や

作業の標準化はまだ不十分であるが、それへの前段

階として、職業訓練ともいえる体系的な職務循環を

通じた労働者の多能エ化が目指されている。すなわ

ち、体系的に職務循環を行うことによって、多様な

工程の作業ができる労働者のプールをつくり、職場

内、ライン内に労働力の過不足が生じても、必要人

員を増やすことなく労働者を移動させるだけで対応

し、労働力利用の柔軟性を高めようとしたのである。

しかし実際には、逆に不良率が高まり、品質管理を

強調する会社の立場では、職務循環を積極的に推進

できない状況である (20)。ごく一部で、品質管理と欠

員管理体系の強化を目指し、プールマン (poolman) 

制度が導入されている。つまり、各職場で中古参以

上の組長級の労働者がプールマンとして、技能エ100

人に対し約 7人の割合で、欠員を埋める作業の他に

修正作業も行うというものである (21)。ここに、職・

組長層を中心として、作業に対する全般的な知識を

持つと同時に、管理労働も行いうるような中核的労

働者を養成しようとする会社の方向性は見てとれよ

う。しかし、窮極的には品質管理能力を向上させる

能力主義的人事管理や、労働力利用の柔軟性を高め

る一般労働者の多能エ化は、 A自動車では着手され

たばかりでもあるが、遅々として進んでいないよう

である。

ともあれ、以上のような、労働者を競争原理に基

づいて個別的に把握しようとする労務管理戦略は、

労働者同士の競争を激化させ、その結果、労働強度

を高めることになる。 A自動車の時間当たり生産台

数の推移で労働密度の変化を追ってみると、 1990年

に32台 /lhourだったのが94年には60台 /lhourにな

り、 4年間で約2倍になっている。さらに、人員が

同期間23%減少しているので、事実上、労働者一人

当たりの作業量の増加は 2倍以上と考えてよい (22)0 

このように個別に分割され、常に労働強度強化の

可能性にさらされている労働者を、精神的に企業に

結びつけ、企業との一体感を醸成していくのが企業

文化戦略である。儀礼、儀式や標語的なものにはじ

まり、労務管理戦略までをも含めて、企業内の構成

員の間に共通の価値観、態度、感情、行動様式など

を植え付け、労働者が自ら進んで企業体制内に取り

込まれるようにする仕組みをもって企業の新経営戦

略は完成される。

A自動車の場合、 1990年に GMとの提携関係を

解消した際、従業員の間に経営危機意識を煽り、 95

年に経営状態が黒字に好転するや、「世界十大自動

車会社」のビジョンを提示し、「世界経営」「世界化」

を企業文化の中心に据えた。さらに、企業の目的に

「国家発展」、「地域発展」などの社会的意味を付与

する一方で、企業を中心とした「家族主義」を強調

し、従業員だけでなく、その家族、地域をも巻き込

んだ共同体意識の涵養に努めた (23)。同様の企業文化

創出運動は、業界第 1位のH自動車でも活発に展開

され、経営者をも含めて、「会社発展を通じた個人
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の発展」という共感帯の形成を、教育訓練を通じて

行おうとした叫

ところで、新経営戦略の眼目は、より臨機応変に市

場の需要に対応できるような柔軟な労働力の利用方

式にある。このためには、労働強度を高めたり、多

様な工程作業のできる多能エの養成だけでは不十分

で、市場の需要変化に応じて雇用水準自体を調節し

うる数量的柔軟性も同時に追求されなければならな

い。まさにこの装置が、非正規労働者の採用である。

再びA自動車の例を見てみよう。 A自動車の生産

規模は、 1992年17万9,020台から95年には45万4,353

台へと急激に増大している (25)。しかし、 A自動車の

従業員の現況を示した〈表8〉によれば、正規労働

者ともいえる生産職常用労働者数は、 92年9,943人

から95年10,878人へと、わずかに9.4%増えただけ

である。これに対し、非正規労働者数は、同期間512

人から1,162人へと 2倍以上にも増えている。 A自

動車が多能エ化を目指して養成努力をしている中核

労働者は、核心的主作業ラインに従事するのに対し、

非正規労働者はサブラインやその他の雑務に配置さ

れている (26)。このように、 A自動車では、生産規模

の拡大にともない、周辺的工程で非正規労働者を用

いることによって、雇用の調節弁としているのであ

る。逆に、非正規労働者は、景気が悪化した時の雇

用の調節弁ともなりうる。業界第 1位のH自動車で

は、「IMF経済危機」に先立つ96年には非正規労働

者が4千人余りいたと推定されるが、経済危機の始

まった97年末現在には、 3,486人となり、約500人余

りが削減された。さらに、危機が本格化した98年3

〈表8〉 A自動車従業員の現状

（単位：人）

1992 1993 1994 1995 

役員 40 46 54 103 

事務職 5,. 844 3, 588 4, 052 4, 786 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・,・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..................... 
生産職（常用） 9, 943 10,472 10,447 10,878 

非正規職 512 612 755 1,162 

その他 247 59 82 161 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..................... 
合計 16,586 14,777 15,390 17,090 

出所： Aス棧咽土号王習，せ丑土吾ojせ咽卦せ子企 (A自動
車労働組合，韓国労働理論研究所） (1996)『Aス｝号斗
せ吋咽せ苛oJ]叫せせ土早咽剖叫土号王曽斗琲吾 (A
自動車新経営戦略にともなう新労務政策と労働組合の

対応）』 pp.95-96より作成。

月には、 1,764人とわずか 3ヶ月で急激な減少を

見(27)、明らかに非正規労働者が整理解雁が始まる前

に真っ先に雇用調整の対象とされたことがわかる。

以上のように、 1990年代初めより大企業を中心に

導入されてきた新経営戦略は、 87年の労働者大闘争

以来、生産労働者の高い同質性という基礎の上に成

り立つ、韓国の労働運動の平等主義的、集団主義的

団結力を急激に弱化させた。このことは、労使紛糾

発生件数、紛糾参加者数、勤労損失日数の推移を見

た〈表9〉からも明らかである。すなわち、労働者

大闘争の年の87年に労使紛糾発生件数が3,749件に

ものぼり、 88年1,873件、 89年1,616件と高水準で推

移するが、 90年には322件と87年の10分の 1以下に

激減すると、以後90年代を通じて持続的に減少し、

経済危機の前年の96年はわずか85件に過ぎない。こ

れに対応して、労使紛糾参加者数も87年には126万

2千人と100万人を超え、 88年29万3千人、 89年40

万9千人と依然として多いが、 90年には13万4千人、

94年10万 4 千人、 95年 5 万人と ~90年代に入ってか

らの減少が顕著である。また、勤労喪失日数も87年

695万日、 89年635万日から、 90年にはいきなり450

万日へ、さらに93年には130万8千日、 95年に39万

3千日と上二つの指標と同様に90年代の減り方が激

しい。さらに特徴的なのは、新経営戦略が導入・採

〈表9〉 労使粉糾発生件数、参加者数、勤労損失日数の推移
（単位：件，千人，千日）

発生件数 参加者数 損失日数

1980 206 49 61 

1985 265 29 64 

1986 276 47 72 

1987 3,749 1,261 6,947 

1988 1,873 293 5,401 

1989 1,616 409 6,351 

1990 322 134 4,487 

1991 234 175 3,271 

1992 235 105 1,528 

1993 144 109 1,308 

1994 121 104 1,484 

1995 88 50 393 

1996 85 79 893 

1997 78 44 445 

1998 129 146 1,452 

出所：韓国労動研究院『1999¥:!KLI x. 号吾7-llO 999年 KLI労
働統計）』 pp.199より作成。
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用された90年代前半を通じて、製造業・大規模事業

体の労使紛糾発生件数の減少趨勢が際立っているこ

とである王

これは、正規労働者である中核労働者が、内部労

働市場という形を取って個別化されて大企業に包摂

されていく傾向にあることを示している (29)'。同時に、

労働力の数量的柔軟性を高めようとする経営側の動

きに即して、非正規労働者が周辺労働者として急速

に形成され、労働者内部の階層化、異質化が一層進

展したのである。故に、先にマクロ資料で確認した、

大企業における内部労働市場の深化と、多様な雇用

形態の労働者の増大は、一つの現象の表と裏を成し、

両者は不可分の関係にあるといえよう。企業の経営

方針は、 A自動車の例からもわかるように、「柔軟

な技能形成」に一定の重要性を認めながらも、むし

ろ今後ますます労働力の「数量的」柔軟性を高める

方向に向かうと見られる。これによって中核労働者

の縮小、中小企業労働者も含めた周辺労働者(30)の拡

大という傾向はさらに強まるであろう。政府は、法

的、行政的装置を駆使して、経営側の利害を側面か

らずっと保護してきた。こうした流れの中で、分裂

し、団結力の弱まった、企業別労働組合運動の枠組

みをもつてしては、労働側は、国家と資本によって

導かれた労働市場の柔軟化戦略に対抗する手段を持

ち得ないであろう。後節では、経済危機に直面して、

労働運動に有利な条件が不利なそれに逆転するや、

労働市場が急速に柔軟化に向かう様相を明らかにす

る。

v. 「IMF経済危機」と労働市場の柔軟化
(1997年12月以降）

1997年12月に IMFの緊急融資を受けることに

なった韓国政府は、労働市場の柔軟化を含む IMF

のコンディショナリティーも同時に受け入れざるを

得なかった。労働者の生活や雇用条件を絶対的に悪

化させる政策を、社会的な混乱を避けつつ労働者に

認めさせ、労使政協力体制を構築するため、金大中

政権は、 1998年初めに「労使政委員会」を発足させ、

「社会的合意」を導き出そうとした。第一期労使政

委員会の本委員会は、「経済危機克服のための労使

政間の公正な苦痛分担」を目的として、労総と、全

国民主労働組合総連盟（以後「民主労総」とする）

の両ナショナルセンターの委員長、経済団体代表、

財政経済部長官、労働部長官、三党の国会議員、合

わせて11人によって構成された。

しかし、労使政委員会で結ばれた、 1998年2月6

日「経済危機克服のための社会協約」では、 97年3

月13日に労働法が再改定された際、 2年の施行猶予

が付された整理解雇制が即時導入されることにな

り、また、勤労者派遣制度の大幅規制緩和が決まっ

た。すでに97年労働法で新設されている変形勤労時

間制と合わせて、これらの制度は、労働市場の柔軟

性を極端に高めることとなった。ことに、整理解雇

制については、労働者の解雇に際して使用者に次の

ような要件が義務づけられた。つまり、①経営上の

急迫した必要によって、はじめて勤労者を解雇でき

る（この場合の急迫した必要には、経営の危機を避

けるための事業の譲渡や合併も含まれる。）。②解雇

を避けるための努力。③合理的で公正な解雁の基準

とこれに即した対象者の選定。④60日前に勤労者代

表である労働組合に解雇回避方法と解雇者選定基準

を通知し、誠実な協議をしなければならない、とい

うものであった。だが、中央労働委員会によれば、 98

年3月から99年8月末までに行われた整理解雇のう

ち42.8%が不当解雇であったと報告されている (31)0 

このような不利な「社会的な合意」に対する反対

給付を、労働側は何ら受け取れなかったといっても

過言ではない。 1998年6月3日に発足した第二期労

使政委員会においても、長年の労働基本権に関する

懸案であった団体交渉時における第三者介入の禁止

条項が削除されなかったばかりか、一旦合意を見た

失業者の労組加入権保障の立法化が国会で保留され

た。後述するように、失業者が急増する中、失業者

や非正規労働者の組織化は労働運動の成否を左右す

るもっとも重要な問題として浮上してくる。結局、

わずかに、教員労組の結成が保障されたに過ぎない。

こうして、それまでの高成長・低失業及び労働力

の慢性的不足という、労働組合運動にとっての有利

な条件が、経済危機に直面して低成長・高失業とい

う不利な条件へと逆転した。この結果、経営側に有
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利な、労働市場の柔軟性を高める「社会的な合意」

が結ばれたといえよう。

経済危機と IMFのコンディショナリティーを受

け入れたことで、韓国の失業者数及び失業率は、 1997

年11月の2.6%、55万6千人から98年7月には7.6%、

165万 l千人に急増し、 99年の 2月には8.6%、178

万l千人にまで達している(32)0 

また、非農業全産業の名目賃金総額及びその前年

度比増減率は、 1997年がそれぞれ146万3千ウォン、

7. 0%増なのに対し、 98年には142万 7千ウォン、

2. 7%減となっている。さらに、実質賃金総額及び

その前年度比増減率は、 97年にそれぞれ133万5千

ウォン、 2.4%増なのに対し、 98年には名目賃金に

も増して大きく減少し、 121万l千ウォン、 9.3%減

で、「IMF経済危機」以降の大幅な賃金の引き下げ

を示している叫

〈表10〉 雇用調整の実施現況（複数回答）

（単位：企業体数，％）

1998年3月調査 1998年10月調査

97. 1,.,._, 11 97. 12.......,98. 3 98. 4,.....,10 
重点方策2)

加厘値
(1順位）

勤労時間調整 60(20. 0) 110(36.7) 199 (56. 1) 47(15. 5) 136 

・残業時間の短縮 18 (6. 0) 52(17. 3) 82(23. 1) 14(4. 6) 34 

・所定勤労時間の短縮 4 (1. 3) 13(4. 3) 22 (6. 2) 2 (0. 7) 5 

・各週休務等の休日の増加 27(9.0) 29(9. 7) 58(16. 3) 5 (1. 6) 16 

・年次休暇をとるよう勧奨 41 (13. 7) 94(31.3) 169(47.6) 21 (6. 9) 69 

・一時休業 4 (1. 3) 8 (2. 7) 26(7.3) 4 (1. 3) ， 
・一時休職制の実施 3 (1. 0) 16(4.5) 1 (0. 3) 3 

人員数調整 59(19. 7) 131(43. 7) 247 (69. 6) 124(40.8) 322 

・正規職を非正規職で代替 7 (2. 3) 15 (5. 0) 56(15.8) 3(1. 0) 14 

・採用凍結または縮小 45(15. O) 116 (38. 7) 199 (56. 1) 60(19. 7) 153 

•名誉（希望）退職実施 17 (5. 7) 24(8. 0) 83(23.4) 38(12.5) 92 

・非正規職の削減 11 (3. 7) 38(12. 7) 62(17.5) 4 (1. 3) 13 

・整理解屈の実施 21(7.0) 52(17.3) 87(24.5) 19(6. 3) 50 

技能的調整 38(12. 7) 73(24.3) 106(29. 9) 4 (1. 3) 28 

・社内及び社外教育訓練 5 (1. 7) 12(4.0) 32(9. 0) 4 

・配置転換実施 31(10. 3) 60(20.0) 83(23.4) 3(1. 0) 18 

・社外派遣（出向） 1 (0. 3) 2 (0. 7) 11 (3. 1) 1 (0. 3) 2 

・系列社・関係社へ転出 7 (2. 3) 13 (4. 3) 31 (8. 7) 4 

企業組織の再構築 18(6.0) 34(11. 3) 109 (30. 7) 18 (5. 9) 48 

・下請や外注加工の拡大 6 (2. 0) 9 (3. 0) 41(11.5) 4 (1. 3) 10 

・事業場の閉鎖或いは海外移転 3(1. 0) 6 (2. 0) 32(9.0) 4 (1. 3) 11 

・企業買収・合併 ・1(0.3) 19(5.4) 1 (0. 3) 5 

・事業部署（生産ライン）の縮小 9 (3. 0) 21(7.0) 57(16. 1) 8 (2. 6) 19 

・分社の実施 3(1. 0) 4 (1. 3) 23(6. 5) 1 (0. 3) 3 

賃金調整 32(10. 7) 116 (38. 7) 280(78.9) 111(36.5) 346 

・賃金引き上げ凍結 20(6. 7) 75(25.0) 217(61.1) 57 (18. 8) 152 

・賞与削減等による賃金削減 18(6. 0) 86(28. 7) 205(57. 7) 49(16. 1) 163 

・賃金体系の改編 1 (0. 3) 10(3. 3) 42(11. 8) 3(1. 0) 11 

• その他労働費用の削減 I) 168(47.3) 2 (0. 7) 20 

雇用調整実施事業体数 97 (32. 3) 181(60.3) 304(85.6) 
304(100. 0) 

調査対象業体数 300 (100. 0) 355(100. 0) 

注： 1) 1998年10月の調査時に追加された調査項目
2)雁用調整実施方法の中でもっとも重点的に実施した方法を上位 3番目まで回答してもらい，重点方法のうちもっ
とも重点を岡いたと回答した項目を合算したもの。また加重値は， 1位は 3点， 2位は2点， 3位は 1点を加え
て合算したもの。

出所：韓国労動研究院『辛叫叶叫フl 吋斗ヱ丹王咽俎琲—― 1998せ卦世フl叫せ琲王人｝晋号付立豆―- (我が国企業の雇用
調整の実態（皿） -1998年下半期の実態調査を中心に一ー）』 p.17。
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「IMF経済危機」による失業者の増大と賃金の引

き下げは、〈表10〉の1997年以降の企業の雇用調整

方法の変化からも裏付けられる。これによれば、

「IMF経済危機」以前までは、雇用調整を行った企

業は全体の 3分の 1にも満たないのに対し、 97年の

12月以降雇用調整を行う企業が急激に増え、 98年の

4月から10月の間には、 85.6%と大部分の企業が雇

用調整を行っている。さらに特徴的なことは、時間

が経つにつれ雇用調整の方法が、勤労時間調整から、

非正規労働者の削減や名誉（希望）退職、整理解雇

などの人員数調整と賃金削減の方へ急速にシフトし

ていることである。このように、企業の倒産だけで

なく、整理解雇などによる失業者の急増と、賃金の

引き下げは労働者の生活を厳しく圧迫していること

は言うを待たない。都市勤労者世帯の平均消費支出

は、 97年145万4千ウォンから98年129万8千ウォン

へと、一10.7%もの大幅な消費の縮小を見せてい

る(34)。また、労総と民主労総が算出した、 98年の都

市勤労者4人家族の月間標準生計費は、それぞれ245

万7千ウォンと277万6千ウォンとなっており、都

市勤労者世帯の月平均家計所得213万3千ウォンは

これに遠く及ばない (35).0

こうした「IMF経済危機」による雇用調整は、韓

国の労働市場の構造を大きく変えた。〈表11〉から

もわかるように、中小企業よりも大企業で従業員数

がもっとも減っており、高賃金・安定雇用を特徴と

した大企業の中核労働者部分が、整理解雇などに

よって蚕食されはじめ、その抜けた穴を非正規労働

者で置き換えていくことで（〈表10〉参照）、周辺部

労働者が新たに分厚く形成されてきたのである。

1999年に入って、韓国経済は再び活況を取り戻し、99

年2月には8.6%まで上昇した失業率も下落し続け、

9月には4.8%にまで低下した(36)。しかし、韓国統

計庁の99年9月の発表によれば、賃金労働者の中で

常用労働者の比率が持続的に縮小して46.9%と半分

以下になったのとは裏腹に、臨時職、日雇い労働者

などの非正規労働者の比率が53.1%をも占め、非正

規労働者の増大が失業率の低下をもたらしたと考え

られる叫すなわち、「IMF経済危機」を経て、韓

国の労働市場は、以前より「柔軟な」構造を有する

ようになったと言えよう。

こうして、従来の大企業の正規労働者を中核労働

者とする労働市場構造の崩壊によって、労働組合の

組織率が急激に低下し、韓国の労働運動は弱体化の

一途をたどっている。1987年の労働者大闘争以降、89

年に18.6%とピークを記録した後、労働組合組織率

は継続的に低下しており、 1997年には11.2%と、 11%

をも切る勢いである叫これは、まさに労働組合に

加入する資格を与えられていない非正規労働者の増

大によるところが大きい。

このような労働運動の危機的な状況に直面して、

民主労総では正規労働者を中心とする企業別労組体

制から、中小・零細業体及び非正規職労働者、失業

者をも網羅し、組織化する産業別労組に組織形態を

転換することを指向し始めている。これにともなっ

て運動形態も、個別事業主を相手とした賃金引き上

げ重視型の交渉形態から、政府と使用者団体を相手

とした中央交渉・産別交渉による、社会改革・雇用

重視型に転換しようとしている。労使政委員会への

参加もそうした中央交渉のチャンネルの一つとして

〈表i1〉 従業員規模別従業員数増減企業分布
（単位：企業体数，％）

全 体 従業員数増加企業 従業員数同一企業 従業員数減少企業

全 体 348(100. 0) 51(14. 7) 12(3. 4) 285 (81. 9) 
100人未満 88 16(18.2) 6(6. 8) 66(75.0) 

100,....,299人 86 16 (18. 6) (、 5(5. 8) 65(75.6) 

300----499人 44 6(13. 6) 1 (2. 3) 37(84. 1) 

500"-'999人 43 4 (9. 3) 0(0.0) 39(90. 7) 

1000人以上 87 9(10.3) 0(0.0) 78(89. 7) 

注 ： 1)従業員の増減は1997年12月末と比べた1998年の10月末現在である。
2)企業規模区分は1997年12月末を基準にしている。

出所：表10と同じ。
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考えられるが、上のような不利な条件の下で、ナショ

ナル・センターの統制力が弱まり、現場労働者と民

主労総の緊密な連携関係に亀裂が深まっており、労

＇働組合側の苦戦と後退は否めない。

VI. 結論

本稿では、 1987年以降の民主化過程において、大

企業男子生産職労働市場の内部化が進展する様相を

マクロ資料で跡付け、その内実を事例調査に拠りな

がら明らかにしようとした。

1987年の「労働者大闘争」は、大企業の生産職労

働者の高い同質性を基に、平等主義的、集団主義的

団結力を最大限に発揮することで強力に展開され

た。この力は、一時は経営側の監督者が現場を全く

統制できない程に高まった。こうした「非常事態」

に対して、経営側は90年代の初めから「新経営戦略」

といわれる経営革新運動を展開した。これは、現場

監督者の権限を強化すると同時に、人事考課と結び

ついた「改善」や「提案」などの小集団活動を通し

て、労働者の経営に対する「自発的」参加と競争を

促し、彼らを個々別々に企業に包摂することを目的

としたものであった。この結果、中核労働者とも言

うべき大企業の正規労働者は企業に取り込まれつつ

あり、協調的労使関係を指向するとともに急速にそ

の団結力を弱めて行ったのである。

しかし、「新経営戦略」のもう一つの課題であっ

た品質管理能力の向上による国際競争力強化は、多

能エ化などの多様な工程管理のできる熟練労働力の

養成の失敗に見られるように、必ずしもうまくいっ

たとは言えない。むしろ、少品種・大量生産体制、

一貫生産方式が主流である韓国の生産体制に規定さ

れて、「柔軟な」技能形成よりは、市場の需要変化

に応じて雁用水準を調節しうる労働力の「数量的柔

軟性」の追求に重点が置かれたのが実情であろう。

これが、もっとも端的に現れたのが、「IMF経済危

機」以降の非正規労働者の急激な拡大である。

韓国の労働運動は、労働者が個別に企業に深く包

摂される傾向を見せながらも、 1987年以降徐々に発

展してきたと言えよう。しかし、「IMF経済危機」

によって労働者に有利な客観的条件が不利なものに

逆転するや、決定的な打撃を受けた。労働運動が依

然として企業別組合の中核労働者によって担われて

おり、非正規労働者に代表される周辺労働者を組織

できない現状では、労働市場の柔軟化が急速に進展

し、労働者の生存権までもが脅かされつつあること

は否定できない。

［付記］

本稿は、拙著「1987年以降の韓国労働市場の構造

変化と労使関係」山口大学経済学部『東亜経済研究』

第58巻第3号2000年1月に、新しい資料を追加して

大幅に加筆・訂正を行ったものである。

注

(1) 1980年代における韓国の労働市場構造の変化、

特に大企業における内部労働市場の形成につい

ては拙稿 (1994)「1980年代の韓国における労働

市場構造の変化ー製造業生産職男子労働者を中

心に一」（『アジア経済』第35巻第10号，アジア

経済研究所）を参照のこと。

(2)韓国労動部『土号司午且号替王外旦ユ刈（労

働力需要動向調査報告書）』。

(3)韓国労動研究院 (1999)『19991.1KLI x. 号暑

7-ll (1999年KLI労働統計）』 p.37。

(4) 1989年12月31日現在で、 300人以上の大企業の

労働組合組織率は55.4%であるのに対し、 100

,...__,299人の中企業で36.5%、10,...__,49人の小企業で

はわずか1.5%にすぎない。ここからも、労働者

大闘争以降の労働運動が大企業の企業別組合に

主導されたことがわかる。韓国労動研究院(1990)

『分期別労動動向分析』1990.2/4分期， 49ページ。

(5)韓国労動研究院 (1999)前掲書， p.201。

(6) 1987年以前、特に80年代前半までは、未熟練、

半熟練労働者が韓国の生産労働者の大部分を占

め、労働市場は大企業と中小企業の区別がつけ

にくく、流動性の高い単一労働市場を形成して

いたと考えられる（拙稿「韓国の『都市下層』

と労働市場」『大原社会問題研究所雑誌』 No464,

1997年7月を参照）。したがって、数字の上では

類似性を見せても、労働市場の構造は後述する
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ように全く違うものに変容している。

(7)前掲拙稿「1980年代の韓国における労働市場

構造の変化」を参照のこと。

(8) 1980年代後半からの労働力不足状況に対して、

大企業、とりわけ財閥企業では熟練労働力の企

業内養成を本格化することで対応しようとした。

（同上論文 pp.66-70。)

(9)製造業生産労働者の規模別離職率の推移は、

毎年、韓国労動部『毎月労動統計調査報告書』

の12月号に掲げられているが、 1993年より同報

告書では、男女別の規模別離職率を公表しなく

なった。だから、〈表7〉では本来男子生産労働

者の規模別離職率を示さなければならないとこ

ろであるが、男女計のそれを表した。したがっ

て、男子生産労働者の離職率はこれより低いは

ずである。

(10)~ 苓そ（チャン・ホングン） (1999)「牡丑土

号対l対l斗せ笹叫咽叶l世牡唱子， 1987,..._,97(韓

国労働体制の転換過程に関する研究1987,..._,97)」

ソウル大学校社会学科博士学位論文， p.98。

(11) 咽 oJ~(チョン・イファン） (1992) 「ス~l;£. 甘

叫早土号人lるl-斗屯卦斗土入｝世7-llC製造業内部

労働市場の変化と労使関係）」ソウル大学校社会

学科博士学位論文， p.244。

(12)同上論文， pp.244-245。

(13)チャン・ホングン前掲論文， p.99。

(14) 1994年現在、こうした経営革新運動は、 300大

企業のうち85.1%で推進され、 30大財閥のすべ

てで行われていたという（卦琲号（チェ・テリヨ

ン） (1994) 「咽咽苗せ金号叫土号暑~l C経営革

新運動と労働統制）」咽甘土号岳号咆子企（嶺南

労働運動研究所）『せ咽咽咆苛叫土号王訃叫琲

吾（新経営戦略と労働組合の対応）』 p.7)。また、

パク・ドクチェも、 1994年以降の現代重工業に

おける「戦略的労務管理の導入」について詳細

に考察している。（卦国対lCパク・ドクチェ）

(2000) 「牲丑フl 甘叫せ司世叫斗せ-~そ豆ス｝叫

そ屯入8(韓国企業の人力管理と産業勤労者の勤

勉性）」未公刊論文， pp.22-27)。

(15)本調査は、設問調査と面接調査からなり、 1996

年 5月29日から 6月1日にかけて行われた。設

問調査は全組合員の20%に当たる1712人に対し

て行い、回収率は52.8%、904人であった (Aスト

吾文}x号王習，翌丑土号oj 邑咽 ~<?:l子企 (A 自

動車労働組合，韓国労働理論政策研究所） (1996) 

『Aス｝号え｝せ咽咽せ的l叫邑せ土早咽卦叫土

号王習叫叫吾 (A自動車の新経営戦略にともな

う新労務政策と労働組合の対応）』）。

(16)同上書， p.67。

(17)同上書 p.127。

(18)同上書， p.151。

(19)金鐵官 (1996) 「D重工業斗勤労者参与 (D重

工業の勤労者参与）」未公刊報告書， p.10。金鐵

官氏は、 D重工業造船海洋部門人力二部労使協

カチーム長である。また、韓国第 1位の造船会

社H重工業でも「トゥレ活動」と称して同様の

小集団活動を1994年から導入している。（パク・

ドクチェ前掲論文p.25)。

(20)韓国労動理論政策研究所前掲書， p.99。

(21)同上書， pp.100-101。

(22)同上書， pp.65-66。

(23)同上書， pp.234-236。

(24)パク・ドクチェ前掲論文， pp.23-24。ところ

で、H自動車の企業文化創出のスローガンは、「一

つの心、一つの家族」で、企業家族主義とも言

うべき共同体意識を醸成しようとする意図がよ

く表れている。

(25)韓国労動理論政策研究所前掲書， p.95。

(26)同上書， p.96。

(27)全国金属産業連盟内部資料。

(28) 500人以上大企業の労使紛糾発生件数は、 1991

年64件、 92年52件、 93年57件、 94年37件と急速

に減少している。韓国労動部『労動白書』 1995

年版， p.30。 <

(29) ここで「包摂」というのは、労働者が企業と

利害を一体化させ、経営参加などを通して協調

的な労使関係を労働者自らが進んで作り出して

いくことを意味する。注意を要するのは、先進

国、とりわけ日本のような協調的な労使関係が

1990年代の段階で完全に形成されたわけではな
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い。韓国大企業の労使関係は、それまでの対立

的なものから、経営側主導による協調的労使関

係に変わろうとする途上にあることを強調した

い。たとえば、労働者が企業に完全に「包摂」

されきらない状況は、 90年代末に至っても随所

に見られる。その最たる例が、造船業界第 1位

のG重工業の労働協約の人事に関する条項であ

る。 98年の団体協約書によれば、第19条第5項
「全組合員の人事考課は昇進時にのみ適用され、

賃金引き上げや賞与金支給時には別の考課に

よって行うが、その項目は労使の合意の下で決

められる（現代重工業 (1998)『'98団体協約書』 p.

6)」。これによれば、会社は労働者の賃金決定に

おいて、人事考課を独自に行えないことになっ

ている。この条項は、 87年の労働者大闘争の結

果生じ、現在でも効力を持ち、労働者の企業へ

の「包摂」を妨げている。

(30) 1990年代半ば、中小企業、特に中企業でも労

働者の長期勤続化の兆しが見られたが、「IMF経

済危機」によって、その動きは頓挫し、中小企

業労働者の多くが再び低賃金・不安定就労と特

徴づけられるようになったのは、前で考察した

通りである。

(31)『朝鮮日報』 1999年10月7日。

(32)韓国統計庁 (1999) 『99¥:! 9唱ユ合号替 (99

年9月雇用動向）』。

(33)韓国労動研究院 (1999)『'99KLI.x:_号吾~l ('99 

KLI労働統計）』 pp.37-38。

(34)同上書， p.134。

(35)同上書， pp.132-138。

(36)韓国統計庁 (1999)『99¥:! 9唱ヱ吾号昧 (99

年9月雇用動向）』。

(37)同上。

(38)韓国労動研究院 (1999)前掲書， p.199。

〈付表〉 製造業男子生産労働者の規模別勤続年数別人数及び構成比の推移

(1982年）

＼ 勤続年数
I規模 II規模 皿規模 IV規模 V 規模
(10,.,,_,29人） (30,..._,99人） (100-299人） (300""'499人） (500人以上）

1年未満 32, 168(37. 6) 50, 761 (36. 1) 42,509(29.8) 12,973(23.5) 48, 630(16. 3) 

1'""2年 27,, 561 (32. 2) 44, 490 (31. 7) 45, 073 (31. 6) 15, 796(28.6) 81, 145(27.3) 

3,..._,4年 15, 696 (18. 3) 25, 827 (18. 4) 28, 174(19. 8) 11, 633 (21. 1) 79,471(26. 7) 

5-...., 9年 8, 175(9. 6) 16, 404(11. 7) 21, 195(14. 9) 10,802(19.5) 67,675(22.8) 

10-14年 1, 812(2. 1) 2, 633(1. 9) 4,328(3.0) 3,208(5.8) 16, 261(5. 5) 

15年以上 183(0. 2) 453(0.3) 1, 344(0. 9) 848 (1. 5) 4, 266(1. 4) 

合 計 85, 595(100. 0) 140, 568(100. 0) 142,623 (100. 0) 55, 260 (100. 0) 297, 448(100. 0) 

(1986年）

＼ 勤続年数
I規模 II規模 III規模 IV規模 V 規模

(10~29人） (30"-'99人） (100-299人） (300-499人） (500人以上）

1年未満 33,826(29.9) 68,252(33.2) 43, 725(24. 7) 11, 346(16. 3) 34, 787 (10. 5) 

1-2年 37, 749(33.3) 67,685(33.0) 55, 006 (31. 0) 20, 154(29.0) 89, 707(27.0) 

3-4年 20, 680 (18. 3) 33, 306 (16. 2) 31, 078(17. 5) 11, 879(17.1) 55,438(16.7) 

5-9年 16, 700(14. 7) 29, 543(14. 4) 35, 610 (20. 1) 18,988(27.3) 107, 060 (32. 2) 

10,.....,14年 2, 884(2. 5) 4,922(2.4) 8,839(5.0) 5,410(7.8) 35, 422 (10. 7) 

15年以上 1, 420(1. 3) 1,610 (0. 8) 2, 989 (1. 7) 1, 680(2. 4) 9, 757 (2. 9) 

合 計 113, 259(100. 0) 205, 318 (100. 0) 177, 247 (100. 0) 69, 457 (100. 0) 332, 171 (100. 0) 
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(1990年）

＼ 勤続年数
I規模 II規模 m規模 IV規模 V 規模
(10,.._,29人） (30,...__,99人） (100,.....,299人） (300"-'499人） (500人以上）

1年未満 75, 554 (41. 2) 87,236(35.3) 41, 779 (21. 2) 9, 805 (12. 6) 35,022(8.6) 

1 ,.,_, 2年 63,591(34. 7) 76, 514(31. 0) 58,007(29.4) 18, 796(24.2) 89, 156 (22. 0) 

3 ,..._,4年 24, 654 (13. 4) 40,461(16.4) 38,943(19.8) 16, 563 (21. 3) 83, 100 (20. 5) 

5~9 年 14,332(7.8) 29, 762 (12. 1) 37, 649(19.1) 18, 010 (23. 2) 100,352(24. 7) 

10,..,_, 14年 4, 258(2. 3) 10, 486 (4. 2) 15, 163(7. 7) 10, 156 (13. 1) 70, 404(17. 3) 

15年以上 1, 024(0. 6) 2, 464(1. 0) 5, 565(2. 8) 4, 299(5. 5) 28, 140(6.9) 

合 計 183, 413 (100. 0) 246, 923 (100. 0) 197, 106(100. 0) 77, 629(100. 0) 406, 174(100. 0) 

(1994年）

＼ 勤続年数
I規模 n規模 III規模 IV規模 V 規模
(10,..._,29人） (30----99人） (100......,299人） (300-499人） (500人以上）

1年未満 64,219(32.3) 75,824(28.3) 28, 122(14.6) 7, 974(12. 6) 21,303(6.5) 

1 ,..__, 2年 55,961(28.2) 82,867(30.9) 44,620(23. 1) 12, 8,23 (20. 3) 40, 443 (12. 3) 

3....__.4年 37, 025 (18. 6) 45, 145 (16. 8) 28, 612(14. 8) 7, 607 (12. 1) 32,528(9.9) 

5---..., 9年 34,155(17.2) 45, 300 (16. 9) 50, 160(26.0) 17,628(27.9) 111, 436 (33. 9) 

10,....,14年 5,289(2. 7) 13, 238 (4. 9) 23, 656(12. 2) 9,039(14.3) 65,861(20.0) 

15年以上 2, 129(1. 1) 5,677(2. 1) 18, 042 (9. 3) 8, 052 (12. 8) 57, 176(17. 4) 

合 計 198, 778(100. 0) 268, 051 (100. 0) 193, 212(100. 0) 63, 123 (100. 0) 328, 747(100. 0) 

(1997年）

＼ 勤続年数
I規模 Il規模 皿規模 IV規模 V 規模
(10-29人） (30"-'99人） (l00,..._,299人） (300"-"499人） (500人以上）

1年未満 53,528(29.8) 61, 713(25. 7) 26, 819(14. 7) 5,264 (7. 9) 14, 317(4. 5) 

1 "'2年 57, 266 (31. 9) 77,596(32.3) 47,007(25. 7) 11, 846(17. 7) 46, 917(14. 7) 

3 ,-..,4年 30, 794 (17. 1) 40, 429 (16. 8) 60, 684 (16. 8) 9,311 (13. 9) 29,809(9.3) 

5"'9年 27, 168 (15. 1) 38,523(16.0) 39, 938 (21. 8) 18,005(27.0) 86, 693 (27. 1) 

10,..,_,14年 7, 195(4. 0) 13, 240 (5. 5) 22, 070(12. 1) 12, 167 (18. 2) 79,953(25.0) 

15年以上 3, 655(2. 0) 8, 780(3. 7) 16, 280(8. 9) 10, 163(15.2) 62, 256(19. 5) 

合 計 179, 606-(100. 0) 240,281 (100. 0) 182, 798(100. 0) 66, 756(100. 0) 319, 945 (100. 0) 

資料：『賃金基本統計調査報告書』原資料テープ各年版。
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